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三田社会学第13号(2008)

子育ての時間構造

―総務省社会生活基本調査 ミクロデータ再集計値 を用いて―

藤原 眞砂

 今後のわが国の少子高齢化社会を考えるとき、働 く意欲のある高齢者が支えられる立場では

なく、労働力 として社会を支える立場に回る選択余地を拡大すること、また、意欲 と能力のあ

る女性が仕事を通 して継続的に社会参加できる環境を創造することが必要である。仕事か結婚

かではなく、仕事 も結婚もとい う選択が可能な女性の出産 ・育児環境を整えることが、今後、

社会にとり一層重要である。少子高齢化にあわせて社会の仕組みを再編する必要がある。本研

究は、出産、育児期の子育て世帯の夫や妻の正確な生活時間の実態を観察し、それに基づき政

策構築を図ることを目標とした。

1.研 究方法

 女性が就労を継続する場合の最大の困難は出産後の育児期に訪れる。小学校に上がる前の5

歳以下の子供1人 がいる世帯の分析を行った。総務省の社会生活基本調査のミクロデータの再

集計値(デ ータを利用 しうる直近の2001年 調査データ)を 用いて解明を図った。子供1人 の

世帯の時間構造の分析に限定した理由を説明しよう。子供が2人 以上いる場合、夫婦の子育て

環境は子供が5歳 以下1人 の場合 と比べて大いに異なると考えられ る。 この場合、年上の子供

が弟あるいは妹の世話に参加することもある。 これは夫婦、祖父母の子育て負担の軽減に資す

るが、研究にとっては、夫婦、祖父母の子育て時間の正確な秤量に支障を来すから、不都合な

ケ0ス である。このため、2人 以上の子供の世帯を分析対象から除いた。これは観察の簡単と

正確を記すためになされた分析戦略である。

 外部サービス(保 育園、幼稚園)の 利用の有無、妻の就業の有無により4つ の世帯類型を確

定した。それは自力子育て型専業主婦、外部サービス利用型専業主婦、自力子育て型兼業主婦、

外部サー ビス利用型兼業主婦のそれぞれの世帯である。核家族、両親同居拡大家族、片親同居

拡大家族(祖母同居が大半のため実質的に祖母同居拡大家族)ご とにこれらの類型があるから12

の家族類型を設定することになった。夫 と妻の行動相関分析(例:世帯 ごとに夫、妻の子育て時

間数を計上 し、組み合わせの分布 を観察する)、平均時間分析、時刻別行為者率分析により世帯

類型 ごとの時間特性が把握出来るよう解析を進めた。ちなみに、5歳 以下の子供1人 がいる子

育て世帯数は169万1,092世 帯であり、このうち核家族の形態により子育てをするものは162

万6,043世 帯(96.2%)で ある。カップルは子育てにはもっぱら核家族を選択 しているのである。

その他、両親同居拡大家族は8,656世 帯(0.5%)、 片親同居拡大家族(3.3%)で ある。両親同居拡

大家族が少ないのは意外であった。祖父母の立場からすれば、お互いが揃っている場合には若
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夫婦 と同居 を選択 しないが、1人 になった場合に同居 に踏み切 る とい う事情 を反映 してい よ う。

2.結 果 と考察

 核家族の分析 に関 して は世帯数 が大きいた め、深 い観 察が出来た。子供が成長す るにつれ、

2っ の傾 向が見 られ た。一つは外部サー ビスの利用の増 大であ り、他方は妻の労働市場への復

帰の増大 である。 この結果、子供が0歳 児 の世帯(42万3734世 帯)で は自力子育て型専業主婦

世帯が8割(79.7%)、 自力子育て型 兼業主婦 が2割 弱(18.4%)で あったのが、子供 が5歳 の全世

帯(11万9243世 帯)に 至っては、外部サー ビス利用型専業主婦世帯 が50.7%、 外部 サー ビス利

用型兼業 主婦世帯が49.3%と なる。妻が専業、兼業 に関わ らず、全 ての世帯が外部サー ビスを

利用す るに至 るのであ る。

 その他 、核家族、拡大家族 の家族類型の統計観察か ら見出 された知見 を列挙 してお く。

 1.全 ての家族類型 を通 して、子育て外部 サー ビスの利用は妻、夫の子育 て時間軽減に大き

く寄与す る。2.全 ての家族類型 を通 して、夫婦 おける夫の子育て役割分担比率は平均時間量

で見 ると、1割 前後 のあるいはそれ を大 きく下回 るものであ り、妻 のそれ は9割 前後で、子育

ては専 ら妻に より担 われてい る。3.世 帯 と して子育 て平均時間数の合 計が最 も多いのは祖母

同居拡大家族 の 自力子育て型専業主婦世帯 の430.2分 であるのにたい し、最 も少 ないのは核家

族 の外部サー ビス利用型兼業主婦世帯 の92.9分 であ る。 その間、5時 間半あま りの差があ る。

4.妻 は就労 しよ うとす る時、子育て時間を削減す るが、反面、夫 も若 干なが ら自らの仕事 を

減少 させ 、子育 て総平均 時間を増大 させ る。5.兼 業主婦の労働 時間が長 くなるにつれ、ペイ

ドワーク(仕事)と アンペイ ドワーク(育児 、家事、買い物行動)と の時 間帯の分離が進み 、ア ンペ

イ ドワークは出勤前、出勤後 の早朝、夕刻 、夜間の時間帯 に押 しや られ る傾 向が強ま る。6.核

家族 で見る と夫の8割 か ら9割 は一 日10時 間以上 の労働 に従事 してお り、夫の労働 時間が長

いほ ど、彼 らの子育て参加率 が低下す る傾 向が顕著 である。

 3.結 論

 1.保 育園、幼稚園等の子 育て外部サー ビスの整備 、充実 を図 ることが就労支援策 として有

効で あることが再確認 された。2.共 働 き女 性にたい しては、 ランチタイ ムア ウ ト制度 の導入

が進 め られ るべ きで ある(昼休みの延長策に よる買い物等 の時間の確保)。3.こ れ か ら結婚 、

出産、育児を迎 える若いカ ップル にたい し上記の統計 的知見 は生活、労働設計の基本情報 とし

て供与 され るべ きである。月並み な結論であ るが、4.妻 にゆ と りの時間を与 えるために も、

夫 の労働時間短縮 を進 め、夫の子育て参加 を促進す ることが是非 とも必要であるこ とが再確認

され た。以上の他 に、厚生労働 科研報告書で は、いずれ も従来算 出され ることがなか った生活

時間統計の諸数値 に基づ く政策提言が提示 された。今後、人 口、労働政策提言 の基盤情報 と し

て生活時間統計の活用 が一層進 められ るべきであると考 える(詳 しくは拙稿 「子育て世帯の時間

構i造」『日本労働 研究雑誌』No.571を 参照 され たい)。

(ふじわら まさご 島根県立大学総合政策学部)
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